
５ Kami

　団塊の世代が後期高齢者となる平成３７年を見据え、香美市第７期高齢者福
祉計画・介護保険事業計画（計画期間：平成３０～３２年度）を策定しました。
　計画書は、香美市ホームページに掲載しているほか、健康介護支援課や各支
所、出張所の窓口でもご覧いただけます。

■問い合わせ先
　健康介護支援課
　社会長寿班
　☎５２－９２８０

第７期高齢者福祉計画・

介護保険事業計画を策定しました
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対象者の内容

◆生活保護者、住民税世帯非課
　税で老齢福祉年金受給者

◆住民税世帯非課税で、課税年
　金収入額と合計所得金額の合
　計が、８０万円以下となる方

◆住民税世帯非課税で、課税年
　金収入額と合計所得金額の合
　計が、１２０万円以下となる方

◆住民税世帯非課税で、第１・
　２段階に該当しない方

◆本人が住民税非課税で、課税
　年金収入額と合計所得金額の
　合計が、８０万円以下となる方

◆本人が住民税非課税で、課税
　年金収入額と合計所得金額の
　合計が、８０万円を超える方

◆本人が住民税課税で、合計所
　得金額が１２０万円未満の方

◆本人が住民税課税で、合計所
　得金額が２００万円未満の方

◆本人が住民税課税で、合計所
　得金額が３００万円未満の方

◆本人が住民税課税で、合計所
　得金額が３００万円以上の方

事業期間

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

平成３１年度

平成３２年度

基準月額

５，３５８円

５，７５０円

①　健康でいきいきと暮らせるまちづくりの推進

②　住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりの推進

③　安心して介護が受けられるまちづくりの推進

　第７期計画（平成３０～３２年度）の介護保険料は、後期高齢者

人口の増加に伴い総給付費が増加する見込みとなっていることか

ら、第６期計画から３９２円増、率にして７．３％の増となります。

運動やバランスのよい食事で、

介護予防に取り組みましょう。

健康でいきいきとした暮らしは

介護給付費の抑制につながりま

す。持続可能な介護保険事業の

推進にご協力ください。

　 低所得者の保険料を軽減

 所得段階が第１段階の方は、国・

県・市の公費による『低所得者保険

料軽減繰入金』により保険料が軽減

されます。実質の負担割合は基準月

額の４５％になり、年額で３，４００

円軽減されます。

　 基準所得額が変わります

　国の制度改正により、第７段階と

第８段階の境となる合計所得金額が

１９０万円から２００万円に、第８段

階と第９段階の境となる合計所得金

額が２９０万円から３００万円にそれ

ぞれ変更になりました。

　 高所得者の負担割合が増に

　一定以上の所得がある方の利用者

負担割合が、８月から３割負担にな

る予定です。２割負担の方のうち、

特に所得が高い方の利用者負担割合

が３割に変更されます。

　 保険料が上がった主な要因

◆要介護認定者数の増加による総給

　付費の増加

◆国の制度改正に伴う第１号被保険

　者の負担増（２２％→２３％)

◆平成３０年４月からの介護報酬改

　定（＋０．５４％）

◆平成３１年１０月からの消費税増

　税に伴う介護報酬改定の影響

◆介護従事者の処遇改善に伴う影響

　など

計画の概要

　全国的に高齢化が進む中、香美市の高齢者人口（６５

歳以上）はすでにピークを迎えています。今後は減少期

に入る見込みですが、ここ数年間は後期高齢者（７５歳

以上）人口が増加し、それに伴い要介護認定者数も増加

する見込みとなっています。

　このような状況を踏まえ、香美市では、団塊の世代

が後期高齢者となる平成３７年を見据えた地域包括ケア

システムの構築に取り組んでいます。

　これは、高齢者の方々が住み慣れた地域で自分らし

く暮らしていけるよう、『医療・介護・介護予防・生

活支援・住まい』の各サービスを一体的に受けられる

支援体制のことです。地域の実情に応じ、包括的な支

援やサービスの提供ができる体制づくりを目指します。

ともに支え合い、

いきいきとした暮らしを育むまちづくり

平成３０年～平成３２年の介護保険料は月額５，７５０円

基  本  理  念

基  本  目  標

所得段階ごとの年額保険料

総給付費と介護保険料の推移

総給付費

　約２８億円（実績）

　約２８億円（実績）

　約２８．６億円（推計）

　約３０億円（推計）

　約３１億円（推計）

　約３１．５億円（推計）

※年額保険料＝基準月額×１２カ月×負担割合

※第１段階の（　）内の数字は、軽減前の負担割合と年額保険料です。


